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コーポレート・ガバナンス

富士電機のコーポレート・ガバナンス体制は、経営監督や重

要な意思決定の機能を担う「取締役会」、経営監査の機能を

担う「監査役会」を設置しています。監査役設置会社として、

監査役会が取締役・執行役員を適切に監査し、客観性および

中立性を確保しています。

独立役員の要件を満たす社外役員を積極的に招
しょうへい
聘し、経営

監督、経営監査機能の強化を図るとともに、取締役会の諮問

機関として社外役員を過半数とする指名・報酬委員会（P43参

照）を設置しています。

また、経営と執行の役割を明確化するため、執行役員制度

を導入し、各事業の責任の明確化および業務執行の効率化を

図っています。代表取締役社長の諮問機関として経営に関す

る重要事項の審議、報告を行う「経営会議」、事業戦略上の重

要課題や法対応等の対外的重要課題の企画・推進を担う各

委員会を設置し、実効性のあるコーポレート・ガバナンス体制

の構築に努めています。

コーポレート・ガバナンス体制

基本方針

株主の権利・平等性の確保、株主以外のステークホルダーとの適切な協働、適切な情報開示と透明性の確保、取締役会の責務

の遂行、株主との対話を基本方針とし、コーポレート・ガバナンスを強化しています。

コーポレート・ガバナンス体制図

※各委員会
【SDGs視点による当社の重要課題】

• SDGs推進委員会

【法対応等の対外的重要課題】
• 遵法推進委員会
• 安全衛生委員会

【事業戦略上の重要課題】
• 能力開発委員会
• 生産技術委員会
• 技術開発委員会
• 国際標準化委員会

執行役員

役職 氏名 所管部門
執行役員社長 北澤　通宏 経営統括
執行役員副社長 菅井　賢三 社長補佐、営業本部長
執行役員専務 安部　道雄 生産・調達本部長、発電プラント事業担当
〃 友高　正嗣 パワエレシステム エネルギー事業担当、パワエレシステム インダストリー事業担当
〃 荒井　順一 経営企画本部長、輸出管理室長、コンプライアンス担当、危機管理担当

執行役員常務 宝泉　徹 電子デバイス事業本部長
〃 角島　猛 人事・総務室長
〃 高橋　康宏 食品流通事業本部長
〃 近藤　史郎 技術開発本部長

執行役員 五嶋　賢二 パワエレシステム エネルギー事業本部副本部長
〃 森本　正博 富士電機機器制御株式会社 代表取締役社長
〃 堀江　理夫 発電プラント事業本部長
〃 河野　正志 パワエレシステム エネルギー事業本部長
〃 鉄谷　裕司 パワエレシステム インダストリー事業本部長
〃 三吉　義忠 社長室長、SDGs推進担当、広報・IR担当
〃 三宅　雅人 経営企画本部 法務室長
〃 浅野　恵一 食品流通事業本部 副本部長

取締役

役員一覧 （2020年10月1日現在）経営理念の実現に向けて、経営の透明性や監督機能の向上を図り、コーポレート・ガバナンスを強化しています。

当社

各子会社

内部統制システムを構成する主な規程・会議体等
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経営理念
企業行動基準
職務権限規程
遵法推進委員会

■
■
■
■

コンプライアンス・プログラム
企業倫理ヘルプライン
リスク管理規程

■
■
■

内部者取引管理規程
緊急時対応要領
監査連絡会　　など

■
■
■

社外取締役
立川　直臣

社外取締役
林　良嗣
中部大学 持続発展・スマートシティ
国際研究センター
センター長・教授

代表取締役社長
取締役会議長
北澤　通宏

代表取締役
菅井　賢三

社外取締役
丹波　俊人
東京センチュリー（株）取締役

取締役
安部　道雄

取締役
友高　正嗣

取締役
荒井　順一

監査役

常勤監査役
監査役会議長
奥野　嘉夫

常勤監査役
松本　淳一

社外監査役
平松　哲郎
中央日本土地建物グループ（株） 
代表取締役社長
日本土地建物（株）代表取締役社長

社外監査役
勝田　裕子
名取法律事務所パートナー

社外監査役
高岡　洋彦
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2019年度社外役員の活動状況

氏名 取締役会出席状況（出席回数／開催回数） 主な活動

丹羽　俊人 13回／13回

上場会社の経営者としての豊富な経験と高い見識に基づき、取締役会におい
て次の事項をはじめ、富士電機の経営全般にわたり適宜必要な意見を述べま
した。
• 市場環境の変化を踏まえた事業計画の策定
• 取締役会の実効性評価の方法

立川　直臣 13回／13回

上場会社の経営者としての豊富な経験と高い見識に基づき、取締役会におい
て次の事項をはじめ、富士電機の経営全般にわたり適宜必要な意見を述べま
した。
• 経営計画の進捗管理
• 固定費の管理状況

林　良嗣 13回／13回

当社の経営方針に関連の深い環境工学の専門的見地と高い見識に基づき、
取締役会において次の事項をはじめ、富士電機の経営全般にわたり適宜必要
な意見を述べました。
• 研究開発戦略のあり方
• 環境負荷低減に向けた取り組み

社外取締役

社外監査役

氏名 取締役会出席状況（出席回数／開催回数）
監査役会出席状況（出席回数／開催回数） 主な活動

佐藤　美樹
11回／13回
9回／9回

金融機関の経営者としての豊富な経験と高い見識に基づき、取締役会におい
て議案の内容や富士電機の事業活動の状況を確認し適宜必要な意見を述べ
ました。また、監査役会において、事業活動全般に関し適法性確保の観点か
ら適宜確認を行うとともに意見を述べました。

木村　明子
13回／13回
9回／9回

弁護士としての専門知識に基づき、取締役会において議案の内容や富士電機
の事業活動の状況を確認し適宜必要な意見を述べました。また、監査役会に
おいて、事業活動全般に関し適法性確保の観点から適宜確認を行うとともに
意見を述べました。

平松　哲郎
12回／13回
9回／9回

金融機関の経営者としての豊富な経験と高い見識に基づき、取締役会におい
て議案の内容や富士電機の事業活動の状況を確認し適宜必要な意見を述べ
ました。また、監査役会において、事業活動全般に関し適法性確保の観点か
ら適宜確認を行うとともに意見を述べました。

指名・報酬委員会

2019年度に指名・報酬委員会を設置し、取締役および監査

役の指名・報酬等に関する手続きの公正性、透明性および客観

性を強化し、当社のコーポレート・ガバナンスの充実を図ってい

ます。指名・報酬委員会は、取締役である委員3名以上で構成

し、その過半数は社外取締役から選定するとともに、委員長は、

社外取締役である委員の中から選定することとしています。

次の諮問事項について、審議し、取締役会に対して答申し

ています。

（1） 取締役会の構成に関する考え方

（2）  取締役および社長ならびに監査役の選任または解任に 

関する方針・基準

（3） 取締役および社長ならびに監査役の選任または解任

（4） 社長の後継者計画の策定および運用に関する事項

（5） 取締役および監査役の報酬に関する方針・基準

（6） 取締役および監査役の報酬等の内容

2019年度の委員会は、委員5名、うち社外取締役3名とし

て、2019年7月の活動開始から2020年7月までに本委員会を

3回開催し、諮問事項について議論し、取締役会に答申してい

ます。

取締役・監査役の選任

取締役および監査役候補の指名方針は、取締役会の全体

としての資質・経験等のバランス、多様性等を勘案し、候補者

を決定しています。取締役は、事業年度に関する経営責任の

明確化および環境変化に対応できる経営体制とするために、

取締役の任期は1年としています。

常勤取締役は、当社の経営方針の遂行に必要な資質・経験

等を有する者が就任しています。

社外取締役は、上場会社の経営者、富士電機の事業に関

連深い学術領域の専門家といった富士電機の経営に対する

理解と、多面的な経営判断に必要な見識・経験を備えた人物

に就任いただいています。

常勤監査役は、当社の業務全般にわたり精通するとともに、

専門知識・経験等を有する者が就任しています。

社外監査役は、企業経営者、上場会社の常勤監査役経験者、

法律専門家といった富士電機の経営に対する理解と、監査に必

要な専門知識・経験を備えた人物に就任いただいています。

当社は、東京証券取引所をはじめとした国内金融商品取引

所が定める独立性基準に加え、以下の各要件のいずれにも該

当しない場合に、当該候補者は当社に対する十分な独立性を

有すると判断します。

（1） 主要株主

当社の主要株主（議決権保有割合10％以上の株主）また

はその業務執行者である者

（2） 主要取引先

当社の取引先（弁護士、公認会計士もしくは税理士その

他のコンサルタントまたは法律事務所、監査法人もしくは

税理士法人その他のコンサルティング・ファームを含む）

で、過去3事業年度において毎年、取引額が当社または相

手方の年間連結総売上の2％を超える取引先またはその

業務執行者である者

（3） メインバンク等

当社の資金調達において必要不可欠であり、代替性がな

い程度に依存している金融機関その他の大口債権者また

はそれらの業務執行者である者

（4） 会計監査人

当社の会計監査人である公認会計士または監査法人の

社員等である者

（5） 寄付先

過去3事業年度において毎年、1,000万円を超えかつそ

の年間総収入の2％を超える寄付を当社から受けている

組織の業務執行者である者

社外役員にかかる独立性基準

取締役・監査役のトレーニング方針

常勤役員に対しては就任前に法務・税務を含むコンプライ

アンス研修を実施し、就任後も継続的に必要な知識を習得す

る機会を提供しています。

社外役員に対しては就任前に会社状況・役割期待について

の説明を行っています。また、就任後においては社員向けに

実施している技術成果発表会、生産拠点の視察等を通じて、

事業理解を深める取り組みを行っています。 立川社外取締役が技術成果発表会で製品説明
を聞いている様子

指名・報酬委員会

委員長　社外取締役　丹波　俊人

委員　　社外取締役　立川　直臣、林　良嗣

　　　　社内取締役　北澤　通宏、菅井　賢三
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